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令和４年（2022 年） ２月 

つくば市政策イノベーション部情報政策課 



 

 案件名 
つくば市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する 

条例の全部を改正する条例（案） 

 募集期間 令和４年（2022 年）２月 25日 ～ 令和４年（2022年）３月 28 日 

 担当課 政策イノベーション部 情報政策課 

 問合せ TEL 029-883-1111   （内線）5972、5973 

 

■ 意見募集の趣旨 

本条例は、紙面による手続を電子で行うことを可能とするため、平成 16 年に制

定しました。 

本改正は根拠法令の改正を受け、今後更なる利用拡大が見込まれる電子申請等

に係る本条例を、現行法の趣旨に沿った形へ整えるものです。つきましては条例

案を公表しますので、市民の皆さんの意見をお寄せください。 

 

■ 資料 

・つくば市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の全部を改

正する条例（案） 

・つくば市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の全部を改

正する条例（案）（概要版） 

■ 提出方法 

○ 直接持参   ・政策イノベーション部情報政策課（５階） 

・各窓口センター 

・各地域交流センター 

※施設閉庁日を除く。 

○ 郵便      〒305－8555  

つくば市研究学園一丁目１番地１ 

つくば市政策イノベーション部情報政策課 

○ ファクシミリ  029-868-7631 

○ 電子メール   pln021@city.tsukuba.lg.jp 

○ ホームページの電子申請・届出サービス 

※ 意見の提出については、別に定める「パブリックコメント意見提出様式」又

はホームページの電子申請・届出サービスの入力フォームに必要事項を入

力して意見をお寄せください。ただし、意見は様式以外でも提出できます。



必ず計画・条例等の名称並びに氏名及び住所（法人その他の団体は、名称、

代表者氏名及び所在地）を明記の上、提出してください。 

 

■ 提出された意見の取扱い 

・ パブリックコメント手続は、計画等の案の賛否を問うものではなく、内容を

より良いものにするために、意見を募集し、意思決定の参考とするものです。

提出された意見を十分考慮した上で、つくば市行政手続等における情報通信

の技術の利用に関する条例の全部を改正する条例（案）の最終決定を行いま

す。 

・ 提出された意見は、集計後から市の考え方を公表するまでの間、原文を公表

します。個人情報等の取扱いには十分注意するとともに、公表に際しては、

個人が識別できるような内容及び個人又は法人等の権利利益を害するおそ

れのある情報など公表することが不適切な情報（つくば市情報公開条例第５

条に規定する不開示情報をいいます。）については、公表しません。 

・ 提出された意見に対する市の考え方は、意見をいただいた方々に個別に回答

するのではなく、類似する意見を集約するなどして、意見の概要とそれに対

する市の考え方を公表します。 

また、案の修正を行った場合は、その修正案を公表します。 

 

■ 意見の概要及び意見に対する市の考え方の公表時期並びに公表場所 

○ 公表時期   令和４（2022）年４月頃を予定しています。 

○ 公表場所   市ホームページ、情報政策課、 

情報コーナー（庁舎１階）、 

各窓口センター、各地域交流センター 
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つくば市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平成16年つく

ば市条例第34号）の全部を改正する条例（案） 

 

つくば市情報通信技術を活用した行政の推進等に関する条例 

 

（目的） 

第１条 この条例は、情報通信技術を活用した行政の推進について、情報通信技術

を利用する方法により手続等を行うために必要となる事項を定めることにより、

手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図り、

もって市民生活の向上に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 条例等 市の条例及び規則（地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４

第２項に規定する規程及び地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第10条に規

定する企業管理規程を含む。以下同じ。）並びにその他の申請、届出その他の

手続に係る市の機関等が定める根拠となる規程及び規定（地方自治法第244条の

２第３項に規定する指定管理者（以下「指定管理者」という。）にあっては、

市の公の施設の管理に関する手続に係るものに限る。）並びに茨城県知事の権

限に属する事務の処理の特例に関する条例（平成11年茨城県条例第44号）及び

茨城県教育委員会の権限に属する事務の処理の特例に関する条例（平成11年茨

城県条例第73号）により市が処理することとされた事務について規定する茨城

県の条例及び規則をいう。 

(2) 市の機関等 市長、地方自治法第138条の４第１項の規定に基づき市に置か

れる執行機関、議会、公営企業管理者若しくはこれらに置かれる機関若しくは

これらの管理に属する機関又は指定管理者をいう。 
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(3) 書面等 書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図

形その他の人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他

の有体物をいう。 

(4) 署名等 署名、記名、自署、連署、押印その他氏名又は名称を書面等に記載

することをいう。 

(5) 電磁的記録 電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に

供されるものをいう。 

(6) 申請等 申請、届出その他の条例等の規定に基づき市の機関等に対して行わ

れる通知をいう。この場合において、経由機関（条例等の規定に基づき他の市

の機関等又は民間事業者を経由して行われる申請等における当該他の市の機関

等又は民間事業者をいう。以下この号において同じ。)があるときは、当該申請

等については、当該申請等をする者から経由機関に対して行われるもの及び経

由機関から他の経由機関又は当該申請等を受ける市の機関等に対して行われる

ものごとに、それぞれ別の申請等とみなして、この条例の規定を適用する。 

(7) 処分通知等 処分（行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為をいう。）

の通知その他の条例等の規定に基づき市の機関等が行う通知（不特定の者に対

して行うものを除く。）をいう。この場合において、経由機関（条例等の規定

に基づき他の市の機関等又は民間事業者を経由して行う処分通知等における当

該他の市の機関等又は民間事業者をいう。以下この号において同じ。)があると

きは、当該処分通知等については、当該処分通知等を行う市の機関等が経由機

関に対して行うもの及び経由機関が他の経由機関又は当該処分通知等を受ける

者に対して行うものごとに、それぞれ別の処分通知等とみなして、この条例の

規定を適用する。 

(8) 縦覧等 条例等の規定に基づき市の機関等が書面等又は電磁的記録に記録さ

れている事項を縦覧又は閲覧に供することをいう。 
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(9) 作成等 条例等の規定に基づき市の機関等が書面等又は電磁的記録を作成し、

又は保存することをいう。 

(10) 手続等 申請等、処分通知等、縦覧等又は作成等をいう。 

（電子情報処理組織による申請等） 

第３条 申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定において書面等により

行うことその他のその方法が規定されているものについては、当該条例等の規定

にかかわらず、規則で定めるところにより、規則で定める電子情報処理組織（市

の機関等の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）とその手続

等の相手方の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組

織をいう。以下同じ。）を使用する方法により行うことができる。 

２ 前項の電子情報処理組織を使用する方法により行われた申請等については、当

該申請等に関する他の条例等に規定する方法により行われたものとみなして、当

該条例等その他の当該申請等に関する条例等の規定を適用する。 

３ 第１項の電子情報処理組織を使用する方法により行われた申請等は、当該申請

等を受ける市の機関等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録が

された時に当該市の機関等に到達したものとみなす。 

４ 申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定において署名等をすること

が規定されているものを第１項の電子情報処理組織を使用する方法により行う場

合には、当該署名等については、当該条例等の規定にかかわらず、電子情報処理

組織を使用した個人番号カード（行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第２条第７項に規定する個人

番号カードをいう。以下同じ。）の利用その他の氏名又は名称を明らかにする措

置であって規則で定めるものをもって代えることができる。 

５ 申請等をする者について対面により本人確認をすべき事情がある場合、申請等

に係る書面等のうちにその原本を確認する必要があるものがある場合その他の当

該申請等のうちに第１項の電子情報処理組織を使用する方法により行うことが困
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難又は著しく不適当と認められる部分がある場合として規則で定める場合には、

規則で定めるところにより、当該申請等のうち当該部分以外の部分につき、前各

項の規定を適用する。この場合において、第２項中「行われた申請等」とあるの

は、「行われた申請等（第５項の規定により前項の規定を適用する部分に限る。

以下この項から第４項までにおいて同じ。）」とする。 

（電子情報処理組織による処分通知等） 

第４条 処分通知等のうち当該処分通知等に関する他の条例等の規定において書面

等により行うことその他のその方法が規定されているものについては、当該条例

等の規定にかかわらず、規則で定めるところにより、規則で定める電子情報処理

組織を使用する方法により行うことができる。ただし、当該処分通知等を受ける

者が当該電子情報処理組織を使用する方法により受ける旨の規則で定める方式に

よる表示をする場合に限る。 

２ 前項の電子情報処理組織を使用する方法により行われた処分通知等は、当該処

分通知等に関する他の条例等に規定する方法により行われたものとみなして、当

該条例等その他の当該処分通知等に関する条例等の規定を適用する。 

３ 第１項の電子情報処理組織を使用する方法により行われた処分通知等は、当該

処分通知等を受ける者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録が

された時に当該処分通知等を受ける者に到達したものとみなす。 

４ 処分通知等のうち当該処分通知等に関する他の条例等の規定において署名等を

することが規定されているものを第１項の電子情報処理組織を使用する方法によ

り行う場合には、当該署名等については、当該条例等の規定にかかわらず、氏名

又は名称を明らかにする措置であって規則で定めるものをもって代えることがで

きる。 

５ 処分通知等を受ける者について対面により本人確認をすべき事情がある場合、

処分通知等に係る書面等のうちにその原本を交付する必要があるものがある場合

その他の当該処分通知等のうちに第１項の電子情報処理組織を使用する方法によ
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り行うことが困難又は著しく不適当と認められる部分がある場合として規則で定

める場合には、規則で定めるところにより、当該処分通知等のうち当該部分以外

の部分につき、前各項の規定を適用する。この場合において、第２項中「行われ

た処分通知等」とあるのは、「行われた処分通知等（第５項の規定により前項の

規定を適用する部分に限る。以下この項から第４項までにおいて同じ。）」とす

る。 

（電磁的記録による縦覧等） 

第５条 縦覧等のうち当該縦覧等に関する他の条例等の規定において書面等により

行うことが規定されているもの（申請等に基づくものを除く。）については、当

該条例等の規定にかかわらず、規則で定めるところにより、当該書面等に係る電

磁的記録に記録されている事項又は当該事項を記載した書類により行うことがで

きる。 

２ 前項の電磁的記録に記録されている事項又は書類により行われた縦覧等につい

ては、当該縦覧等に関する他の条例等の規定により書面等により行われたものと

みなして、当該縦覧等に関する条例等の規定を適用する。 

（電磁的記録による作成等） 

第６条 作成等のうち当該作成等に関する他の条例等の規定において書面等により

行うことが規定されているものについては、当該条例等の規定にかかわらず、規

則で定めるところにより、当該書面等に係る電磁的記録により行うことができる。 

２ 前項の電磁的記録により行われた作成等については、当該作成等に関する他の

条例等の規定により書面等により行われたものとみなして、当該条例等その他の

当該作成等に関する条例等の規定を適用する。 

３ 作成等のうち当該作成等に関する他の条例等の規定において署名等をすること

が規定されているものを第１項の電磁的記録により行う場合には、当該署名等に

ついては、当該条例等の規定にかかわらず、氏名又は名称を明らかにする措置で

あって規則で定めるものをもって代えることができる。 
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（適用除外） 

第７条 次に掲げる手続等については、第３条から前条までの規定は、適用しない。 

(1) 手続等のうち、申請等に係る事項に虚偽がないかどうかを対面により確認す

る必要があること、許可証その他の処分通知等に係る書面等を事業所に備え付

ける必要があることその他の事由により当該手続等を電子情報処理組織を使用

する方法その他の情報通信技術を利用する方法により行うことが適当でないも

のとして規則で定めるもの 

(2) 手続等のうち、当該手続等に関する他の条例等の規定において電子情報処理

組織を使用する方法その他の情報通信技術を利用する方法により行うことが規

定されているもの（第３条第１項、第４条第１項、第５条第１項又は前条第１

項の規定に基づき行うことが規定されているものを除く。） 

（添付書面等の省略） 

第８条 申請等をする者に係る市の機関等が定める書面等であって当該申請等に関

する他の条例等において当該申請等に際し添付することが規定されているものに

ついては、当該条例等の規定にかかわらず、市の機関等が、当該申請等をする者

が行う電子情報処理組織を使用した個人番号カードの利用その他の措置であって

当該書面等の区分に応じ規則で定めるものにより、直接に、又は電子情報処理組

織を使用して、当該書面等により確認すべき事項に係る情報を入手し、又は参照

することができる場合には、添付を要しないこととすることができる。 

（情報通信技術を活用した行政の推進に関する状況の公表） 

第９条 市長は、電子情報処理組織を使用する方法により行うことができる市の機

関等に係る申請等及び処分通知等その他のこの条例の規定による情報通信技術を

活用した行政の推進に関する状況について、インターネットの利用その他の方法

により公表するものとする。 

（委任） 

第１０条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 
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附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 


